
 

 

大規模道路陥没事故を踏まえた下水道施設に対する 

財政的支援及び技術的支援の拡充について 

 
令和７年１月 28 日に埼玉県八潮市内で発生した道路陥没事故を踏まえ、

引き続き、下水道施設のレジリエンスを強化する対策を行うとともに、全

国的な道路陥没事故の未然防止対策を推進し、国土強靱化の実現を図る必

要がある。 

こうした中、事故発生時に多数の地域住民に重大な影響を及ぼす管路の

改築・更新等に対する財政措置が拡充されたが、事故の発生を未然に防ぐ

ため、今後も下水道に対する国の財政的支援の継続・拡充を図るべきであ

る。 
また、流量が大きく水位を下げることが困難な大口径管の点検・調査や

改築・更新における有効な手法は確立されていない中、大量のインフラが

更新時期を迎えることが社会的な課題となっている。こうした課題を抱え

る中で、実際に重大な事案が発生したことから、現状の耐用年数や維持管

理基準に加え、大規模災害発生時に復旧工事や下水道システムの維持に莫

大な費用や労力を要する流域下水道の在り方などについても、検証してい

く必要がある。 
さらに、今回のような大規模な事故時の対応に要する費用や下水道施設

の長期にわたる巨額更新費用の負担の在り方について整理がされるまで

は、水の官民連携、いわゆるウォーターＰＰＰの導入は慎重であるべきで

あるにもかかわらず、令和９年度以降はウォーターＰＰＰの導入決定が汚

水管の改築に係る国費支援を得るための要件とされているところ、この要

件については見直されるべきである。 
ついては、次のとおり国に対し要望する。 
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１ 下水道管路の老朽化に起因する道路陥没事故の未然防止のための改築・

更新やリダンダンシーの確保策については国の責任で財政措置を行うな

ど、第１次国土強靱化実施中期計画に位置付けられた下水道の強靱化対策

に必要な財政的支援の継続及び更なる拡充を図るとともに着実な推進に

必要な予算を確保すること。 
 
２ 流量が大きく、水位を下げることが困難な大口径管の点検・調査や改築・

更新における有効な手法の確立など、強靱で持続可能な下水道システムの

構築に向けて、国として具体的な制度改正やレジリエンスを強化するため

の技術的支援を行うこと。 
  また、大規模災害発生時に復旧工事や下水道システムの維持に莫大な費

用や労力を要する流域下水道の在り方についても、検討を進めること。 
 
３ 多額な経費が見込まれる更新費用を受益者負担とすることの是非など

下水道施設の更新費用に係る負担の在り方や、今回のような事故の対応に

要する費用負担の在り方について、国民的な議論を通じ整理すること。 
 
４ 下水道施設の更新費用等の負担の在り方が確立するまでは、下水道に対

する国の財政的支援については、水の官民連携（ウォーターＰＰＰ）の導

入を前提条件としない制度設計に再考すること。 
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